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「本庄市第８次高齢者保健福祉計画及び第７期介護保険事業計画（案）」に対する意見と市の考え方（案）

「本庄市第８次高齢者保健福祉計画及び第７期介護保険事業計画（案）」に対するパブリックコメントを実施したところ、貴重なご意見をいただきありが

とうございました。

提出された意見と市の考え方を以下のとおり公表いたします。

１．意見等の募集期間：平成２９年１２月４日（月）～平成３０年１月４日（木）

２．意見等の受付人数：２人 ２件（提出方法の内訳：郵送１人、電子メール１人）

３．提出された意見等および市の考え方

提出された意見 提出された意見に対する市の考え方

①

【59ページ （２）認知症関連施策の充実】

若年性認知症や脳卒中の後遺症で高次脳機能障害となった第２号被保険

者への支援について、住民への啓発、介護保険関係者への研修を行い、そ

れらの人の早期発見・早期診断、介護保険サービスと併用できる障害福祉

サービスや障害年金制度につなげることを計画に記してください。

本計画における認知症関連施策では、認知症の方に加え、若年性

認知症や脳血管疾患が原因の高次脳機能障害である第２号被保険

者の方まで広く対象としています。

いただいたご意見につきましては、以下のとおり計画の各項目で

対応していると考えております。

① 住民への啓発、介護保険関係者への研修については、第４章

計画の具体的な取り組み 方針２ 在宅医療・認知症ケアの推進

〈医療〉（２）認知症関連施策の充実における施策の展開での記

載及び今後の取り組みの具体的事業「認知症ケアパスの作成と普

及」、「高齢者の権利擁護の啓発」の中で記載をしております。

② 早期発見、早期診断についても、①に掲げた今後の取り組みの

具体的事業「認知症初期集中支援チーム」、「認知症の早期発見・

早期対応」の中で記載をしております。
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③ ご意見にあります、若年性認知症や高次脳機能障害の方への支

援については、①に掲げた今後の取り組みの具体的事業「認知症

ケアパスの作成と普及」、「認知症の人を見守るネットワークの構

築」での記載及び第４章 方針５ 介護サービスの充実による安

心基盤づくり〈介護〉（３）情報提供・相談体制の充実における

今後の取り組みの具体的事業「地域包括支援センターの情報提供

体制の充実」といった取り組みの中で障害福祉サービス等へ適切

につなげて参ります。

②

【50～62ページ 第４章 計画の具体的な取り組み】

具体的な取り組み内容は、多岐に亘っています。大きく分類すると行政

課題、医師等の専門職課題と市民自身の取り組み課題があります。

特に、市民の課題として「自助」はもちろん「互助」の課題が多くあり

ます。「互助」の課題は、永年継続している「はにとれ※」のように、「市民

運動」が必要です。「市民運動」は市民が市民のために行動する、ことだと

思っています。

課題を吟味して一課題ずつ「市民運動」として展開することが、”継続へ
の道”と思います。
（※はにとれ…筋力アップトレーニングの愛称。）

ご意見のとおり、高齢者の保健福祉の推進には市民の方の活動が

大変重要になると考えます。

取り組みの実施にあたっては、市や市民、関係機関・団体等が連

携を強化するとともに、ボランティア活動等の支援を進めて参りま

す。
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平成３０年 ２月 ９日

本庄市長 吉 田 信 解 様

本庄市介護保険運営協議会

副会長 高 橋 公 男

答 申 書 （案）

我が国では、世界に例を見ないスピードで高齢化が進み、本市においても現在、人

口に占める６５歳以上の割合は２７％に達し、団塊の世代が７５歳を迎える２０２５

年には、３０％を超える見込みです。このような状況のもと、今後さらに医療や介護

を必要とする高齢者の増加が予測されるため、介護保険給付や医療費などの社会保障

費の増大が懸念されています。

本庄市介護保険運営協議会は、平成３０年度～平成３２年度を計画期間とする第８

次高齢者保健福祉計画及び第７期介護保険事業計画の策定にあたり、２０２５年を見

据え、高齢者福祉及び介護保険事業の安定的な運営など様々な課題に対応していくた

め、予防・医療・生活支援・住まい・介護の５つのサービスを一体的に提供する地域

包括ケアシステムの構築・深化を目指し検討を重ねてきたところです。

平成２７年度から平成２９年度の第６期介護保険事業計画期間における介護保険サ

ービスの利用実績や保険給付等の推移を検討し、本市における高齢者を取り巻く状況

やアンケート調査等の結果を加味しつつ、平成３０年４月以降実施される介護保険制

度の改正等を踏まえて慎重に審議を行ってきた結果、第８次高齢者保健福祉計画及び

第７期介護保険事業計画案を別紙のとおり答申します。
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事業所名 所在地
定員
(人)

入居者数
(人)

本庄市民
(人)

本庄市外
(人)

 グループホーム　やまぶき  朝日町1-14-3 9 9 9 0

 トマト村  北堀1939 18 16 16 0

 しゃくなげ荘  前原2-2-3 18 18 15 3

 グループホーム　ノエル本庄  小島1-1-34 9 7 6 1

 グループホーム　ゆうあい本庄  見福3-8-9 18 15 15 0

 グループホーム　元気村  田中105-1 9 9 7 2

 グループホーム　五感の里本庄早稲田  北堀1931-1 18 17 15 2

 グループホーム　まごころ  西富田653-1 18 18 17 1

 グループホーム　四季の丘  児玉町飯倉170-3 18 18 18 0

 グループホーム　紙ふうせん  今井1325-1 18 12 11 1

153 139 129 10

事業所名 所在地

特別養護老人ホーム　千鳥の丘 児玉町宮内1250-1

特別養護老人ホーム　四季咲きの杜 北堀779-3

定員２９人以下の小規模な有料老人ホームなどで、食事・入浴などの介護や機能訓練が受けられます。

事業所名 所在地

ケアハウス　グリーンピース 栗崎105-1

事業所名 所在地

 しゃくなげ荘 前原2-2-33

 多機能ホームノエルこだま 児玉町上真下350-1

地域密着型サービス利用状況一覧（H30.1.1現在）

○認知症対応型共同生活介護（グループホーム）

認知症と診断された高齢者が共同で生活できる場で、食事・入浴などの介護や支援、機能訓練が受けられ
ます。

合計

事業所数 入居者数(人)

5 9

○地域密着型介護老人福祉施設（小規模特別養護老人ホーム） 

定員２９人以下の小規模な介護老人福祉施設で、食事・入浴などの介護や健康管理が受けられます。

定員(人) 入所者数（人）

29 27

29 29

○地域密着型特定施設入居者生活介護 （ケアハウス）

定員(人) 入居者数(人)

29 28

○小規模多機能型居宅介護（H29. 11利用分）

施設への「通い」を中心に、自宅に来てもらう「訪問」、施設に泊まる「宿泊」のサービスを受けられます。

利用者数

11

15

グループホーム入居状況について
（本庄市民が本庄市外の施設を利用）
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事業所名 所在地

 デイサービスセンター　ジャム 西五十子446-15

 デイサービスセンター　やまぶき 朝日町1-14-3

 グループホーム　五感の里本庄早稲田 北堀1931-1

事業所名 所在地

 蛍ケアセンター 西五十子634-3

○地域密着型通所介護（H28.4.1～）

 定員１８人以下の小規模な通所介護施設で、食事・入浴などの介護や機能訓練が日帰りで受けられます。

 事業所名 所在地

むさしのデイサービスセンター 児玉町飯倉166

デイサービスセンター　ファミリーエイド 朝日町3-9-10

若泉公園デイサービスセンター 若泉2-2-43

アップルデイサービスセンター 小島6-8-3

通所介護事業所　スペースゆう 本庄3-9-22

 ＧＥＮＫＩＮＥＸＴ　本庄けや木  けや木3-24-27

 デイサービス　いこい  東台3-5-40

 くるみデイサービス  小島3-16-26

 デイサービス　メープル  日の出2-5-8

 優和の里　（休止中）  児玉町宮内1383

 ＧＥＮＫＩＮＥＸＴ　本庄児玉  児玉町児玉2497-1

 アップルこだまデイサービスセンター  児玉町児玉南2-11-6

 デイサービスしんせい  児玉町児玉1070

 リハプライド本庄  けや木3-25-6

 デイサービス桜花乃里みちるの家  見福2-1-18

 アジアンリゾートスパ　デイサービスアイル  本庄2-5-6

 デイサービス　縁  児玉町金屋147-1

 デイサービスセンター　さち　（休止中）  堀田1011

○認知症対応型通所介護（認知症デイサービス）

認知症と診断された高齢者が、食事・入浴などの介護や支援、機能訓練を日帰りで受けられます。

定員

12

3

3

○定期巡回・随時対応型訪問介護看護

介護職員と看護職員が一体または密接に連携し、定期的に訪問します。また、利用者の通報や電話などに
対して随時対応します。

利用者数

22

利用定員

17

10

15

10

10

10

10

13

10

10

10

10

10

18

10

10

10

10

事業所数 利用者数（人）

1 2

地域密着型通所介護利用状況について
（本庄市民が本庄市外の施設を利用※みなし指定を除く）



地域密着型サービス事業所指定・更新状況

○指定更新

番号 更新期限 指定年月日 所在市町村 事業所名 事業所所在地 サービス区分 備考

1 H29.11.30 H29.12.1 本庄市 GENKI NEXT　本庄けや木 本庄市けや木3丁目２４番２７号 地域密着型通所介護

2 H29.12.31 H30.1.1 本庄市 デイサービス　いこい 本庄市東台３丁目５番４０号 地域密着型通所介護

○管外被保険者受け入れ

番号 協議年月日 同意年月日 保険者名 事業所名 事業所所在地 サービス区分 備考

1 H29.11.1 H29.11.1 神川町 デイサービス　縁 本庄市児玉町金屋１４７番地１ 地域密着型通所介護 要支援→要介護
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第７期介護保険事業計画における介護保険料の設定について

１．介護保険料推計

第７期介護保険事業計画期間（平成 30～32年度）における介護保険給付・事業費等の

見込量及び介護保険料については、厚生労働省により提供された「地域包括ケア見える化

システム」の将来推計機能を使用して介護保険料を推計しました。

２．介護保険料の上昇を抑制

本市の介護保険給付準備基金には約４億２千万円の積み立てがあるため、３億５千百万

円を充当して保険料の上昇を抑え、基準額（月額）５，１００円とすることが適当です。

【参考】

介護保険事業費（3年間） １７７億７千７百万円

1号被保険者負担分（23％） ４３億２千 万円

保険料賦課総額（予定収納率 98.5%） ４３億８千６百万円

介護保険料基準額（月額） ５，５５１円

基金取崩額 取崩割合 保険料基準額（月額）

４億２千万円 100.0% ５，０１１円

４億円 95.2% ５，０３７円

３億５千百万円 83.6% ５，１００円

３億円 71.4% ５，１６５円

２億円 47.6% ５，２９４円

本来の保険料
５，５５１円

　　上昇額

　　１００円

介護給付準備基金

繰り入れ

　　上昇抑制額

　　４５１円

第７期

５，１００円

第６期

５，０００円

　　　　　　　　H30.1.30
資料【介護保険運営協議会】



介護保険事業の見込量推計と介護保険料設定の流れ

①被保険者数の推計

②要介護（支援）認定者数の推計

③介護保険サービス利用量・事業量の見込み

要介護（要支援）認定者数等の推計、施設・居住系サービスや地域密着型サービスの整

備方針を踏まえるとともに、これまでの給付実績を分析・評価して、介護保険サービス利

用量・事業量を推計

④介護保険事業費の見込み

予防給付、介護給付の各サービスについて１人当たりのサービス費用を基に総給付費を

算出し、介護予防・日常生活支援総合事業費、包括的支援事業・任意事業費等の見込みを

加え、介護保険事業に係る費用を推計

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

20,305 20,658 21,010 21,364 21,716 22,067 第1号被保険者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

3,333 3,464 3,618 3,759 3,924 4,095 総数（第２号被保険者含む）

合計 平成30年度 平成31年度 平成32年度

16,813,424,645 5,272,824,569 5,606,485,425 5,934,114,651 

957,706,000 314,295,000 319,544,000 323,867,000 

17,771,130,645 5,587,119,569 5,926,029,425 6,257,981,651 

第７期

標準給付費見込額（A)

地域支援事業費（B)

介護保険事業費（A)＋（B)



⑤第１号被保険者の介護保険料の設定

平成 30～32年度の介護保険の運営に必要な費用（３年間分）や保険料段階別の被保険

者数の推計から第１号被保険者の介護保険料基準額を設定

※上記項目の説明
① 第７期計画期間中（３年間）の標準給付費の見込み（調整交付金対象）
② 第７期計画期間中（３年間）の地域支援事業費の見込み
③ ②のうち介護予防・日常生活支援総合事業費の見込み（調整交付金対象）
④ ①標準給付費と②地域支援事業費を足した額に第１号被保険者の負担割合（23％）
を乗じて第１号被保険者負担分相当額を算出

⑤ 調整交付金相当額（5％）を対象事業費から算出
⑥ 実際に交付が見込まれる調整交付金額
⑦ 財政安定化基金から借り入れを行っている場合の償還金額
⑧ 介護給付準備基金から 351,000千円を取り崩し、保険料の上昇を緩和
⑨ 介護保険料として収納しなければならない額を算出
⑩ 介護保険料収納率の見込み
⑪ 介護保険料収納必要額と予定収納率から保険料賦課総額を算出
⑫ 第１号被保険者の所得段階別の見込み人数から所得段階別の加入割合を勘案して被
保険者数を補正

⑬ 保険料賦課総額を所得段階別加入割合補正後の被保険者数で除したものを、12で除
し保険料基準額（月額）を算出します。

項目 計算式 金額

 ①標準給付費見込額 16,813,424,645円

 ②地域支援事業費見込額 957,706,000円

 ③②のうち介護予防・日常生活支援総合
　  事業費見込額

507,177,000円

 ④第１号被保険者負担分相当額 （①＋②）×23％ 4,087,360,048円

 ⑤調整交付金相当額 （①＋③）×5％ 866,030,082円

 ⑥調整交付金見込額 633,363,000円

 ⑦財政安定化基金償還金 0円

 ⑧介護給付費準備基金取崩額 351,000,000円

 ⑨保険料収納必要額 ④＋⑤－⑥＋⑦－⑧ 3,969,027,131円

 ⑩保険料予定収納率 98.5％

 ⑪保険料賦課総額 ⑨÷⑩ 4,029,469,168円

 ⑫所得段階加入割合補正後の被保険者数
各所得段階別見込み人数×各所

得段階別の基準額に対する割合
65,845人

 ⑬保険料基準額（月額） ⑪÷⑫÷12 5,100円



【所得段階別 第１号被保険者の介護保険料】

負担割合 保険料(円/月額)

老齢福祉年金受給者
課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下

第２段階
課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円超120
万円以下

基準額
×0.75

3,825 

第３段階 課税年金収入額と合計所得金額の合計が120万円超
基準額
×0.75

3,825 

第４段階 課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下
基準額
×0.90

4,590 

第５段階
（基準額）

課税年金収入額と合計所得金額の合計が80万円超
基準額
×1.00

5,100 

第６段階 合計所得金額の合計が120万円未満
基準額
×1.20

6,120 

第７段階 合計所得金額の合計が120万円以上200万円未満
基準額
×1.30

6,630 

第８段階 合計所得金額の合計が200万円以上300万円未満
基準額
×1.50

7,650 

第９段階 合計所得金額の合計が300万円以上400万円未満
基準額
×1.60

8,160 

第１０段階 合計所得金額の合計が400万円以上500万円未満
基準額
×1.70

8,670 

第１１段階 合計所得金額の合計が500万円以上600万円未満
基準額
×1.80

9,180 

第１２段階 合計所得金額の合計が600万円以上800万円未満
基準額
×1.90

9,690 

第１３段階 合計所得金額の合計が800万円以上
基準額
×2.00

10,200 

第７期

生活保護受給者

所得段階 対象者

第１段階
基準額
×0.50

2,550 

市民税非課
税世帯

市民税課税
世帯で本人
非課税

市民税本人
課税



第７段階
合計所得金額の合計が120万円以上
190万円未満

基準額
×1.30

6,500 第７段階
合計所得金額の合計が120万円以上
200万円未満

基準額
×1.30

6,630 

第８段階
合計所得金額の合計が190万円以上
290万円未満

基準額
×1.50

7,500 

第９段階
合計所得金額の合計が290万円以上
300万円未満

基準額
×1.50

7,500 

※基準所得金額の改正箇所
　 ・第６段階と第７段階を区分する基準所得金額　　　120万円
 　・第７段階と第８段階を区分する基準所得金額　　　200万円
　 ・第８段階と第９段階を区分する基準所得金額　　　300万円

介護保険料の所得段階の変更（１４段階から１３段階へ：基準所得金額の改正に伴う変更）

第　６　期 第　７　期

所得段階 対象者 負担割合 保険料
(円/月額)

所得段階 対象者 負担割合 保険料
(円/月額)

市民税
本人課税

市民税
本人課税

第８段階
合計所得金額の合計が200万円以上
300万円未満

基準額
×1.50

7,650 


